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資料３

化学物質の審査･規制全体に関連する事項について

（討議用メモ）

平成１４年３月７日

１．既存化学物質の対策

（１）これまでの検討会での意見

①産業界では、国際的な協力の下で既存化学物質の安全性の検討を進めている。国にお

いても、既存化学物質の点検を更に加速するべきである。

②国だけでなく、産業界にも既存化学物質の点検への協力や作業分担を求めるべきであ

る。

（２）現状

・化審法公布時（昭和４８年）に製造・輸入されていた約２万物質を 「既存化学物質、

名簿」に収載。既存化学物質については国が点検を行うこととされており、分解性や

蓄積性については約１，４００物質、毒性については約１７０物質について試験を実

施済み。

・これまでに化審法の規制対象とされた既存化学物質は、下表のとおり。

表 規制対象となっている既存化学物質の数

規制区分 物質数

第一種特定化学物質 １１物質 （１１物質中）

第二種特定化学物質 ２３物質 （２３物質中）

指定化学物質 ９０物質（６１６物質中）

合 計 １２４物質

（３）対応の方向案

（審査・規制スキームに生態系保全の観点を追加する場合には、既存化学物質について

の生態影響に関する点検が必要となる ）。

①既存化学物質について、点検作業を加速化すべき。

②既存化学物質の点検については、国のみが行うのでなく、産業界にも協力や作業分担

を求める方策を検討すべき。
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２．試験･審査スキームの見直し

（１）これまでの検討会での意見

①化審法全体について、量や用途に応じた試験評価スキームの導入を考えていくべきで

ある。

例：生産量に応じた試験項目を設定する 試験を免除する用途を拡大する

②生態影響試験の導入にあたっては、現在要求されている生分解試験や濃縮度試験の実

施基準や評価方法などについても同時に改善すべきである。

例：分解生成物の試験を廃止あるいは分解生成物が多い場合にのみ実施

不純物の試験を免除し、製品の「有姿」で試験を実施

③欧米と同様、評価の内容について行政と事業者とが議論ができる場を設けるべきであ

る。

④指定物質から第二種特定化学物質に移行した物質の数が極めて少ない。運用の仕方も

含めて、物質指定のあり方を抜本的に検討する必要がある。

（２）現状

①年間１トン以下の製造・輸入、医薬品中間物及び自社内で全量別の物質になる中間体

を除き、一連の試験結果を付した届出が必要。

②分解度試験で生成した物質についても、それを同定した上で、純品での試験の実施を

求めている。なお、濃縮性については、水・オクタノール分配係数の試験結果で推定

することも一定の範囲で認められている。

③審査は３省の審議会で行われており、届出者にはその結果を伝達している。

、 。（ ）④指定化学物質から第二種特定化学物質に移行したのは ２３物質である 前頁の表

（３）対応の方向案

・生態系保全と密接に関連する事項であり、関係省間において試験・審査スキームのあ

り方について検討していくことが必要。

３．分類と表示

（１）これまでの検討会での意見

・化学物質の有害性・危険性に係る分類と表示の国際的な調和が求められていることか

ら、わが国でも現行の表示制度の抜本的見直しと新たな制度の構築に着手すべきであ

る。

・導入の検討は、生態影響や化審法のみだけでなく、化学物質の安全管理全体で行われ

なければならない。

・製品に含まれる化学物質の成分・含有量・毒性などの情報が末端の消費者にまで行き

渡るような制度を導入すべきである。
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（２）現状

・化審法（第二種特定化学物質 、毒劇法、労安法等において、それぞれの観点から表）

示制度が設けられている。

・国際的には分類と表示の調和についての取組が進められており、各国での対応が求め

られている。

（３）対応の方向案

・生態系保全の観点を越えて、今後種々の検討が必要。

４．情報開示

（１）これまでの検討会での意見

①化審法の情報開示について

・化審法においても、情報公開とリスク・コミュニケーションを通じてリスク管理・

。 、削減を図るという手法の積極的な導入が検討されるべきである 毒性情報に加えて

毒性評価情報の開示にも積極的に取り組む必要がある。

・評価結果や化学物質の名称公表等の情報開示にあたっては、営業秘密の観点から十

分な配慮を折り込むべきである。

②化学物質のリスク管理のためには、環境への排出量のみならず、生産量・用途別使用

量・取扱量・在庫量などのデータの開示が必要であり、届出義務の創設などの法的整

備を検討すべきである。

（２）現状

①現在、新規化学物質については審査・判定後に物質名が公示されている。既存化学物

質についてはその点検結果が公表されている。

②指定化学物質について、年間１００ｔ以上の製造・輸入がある場合はその総量が公表

されている。

（３）対応の方向案

・生態系保全の観点を越えて、今後種々の検討が必要。

５．その他

○これまでの検討会での意見

・化審法を総合的に改善・再構築すべきである。化審法共管の経済産業省・厚生労働省

を交えた総括的、横断的な討議・検討が行われるべきである。

・２０以上ある化学物質管理関連法規の整理･統合･再体系化が不可欠である。


